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 全国里親会のメーリングをリニューアルしました   

2月 1日（木）より、全国里親会のメーリングリス

トをリニューアルしました。メーリングリストに参加

するには新規の申し込みが必要になります。 

 新規参加申し込みをされる場合は下記アドレスま

で氏名、住所、電話番号、メールアドレス、所属など

をお知らせください。なお、こちらは指定業者に業務

委託していますので、全国里親会の事務局では対応し

ていません。申込先は mlentry@zensato.or.jp へお願

いします。 

 厚生労働省関係の動き  

   社会的養育専門委員会が開催されました        

1 月31 日（水）、厚生労働省の「社会的養育専門 

委員会」が開催されました。「新しい社会的養育ビジ

ョン」の数値目標を都道府県におろすべきかどうかが

焦点になっていましたが、専門委員会では結論が出ず、

厚生労働省子ども家庭局の預かりとなり、今後、関係

者で調整し、3 月中に都道府県に通知することとなり

ました。 

※「新しい社会的養育ビジョン」では 7 年以内に就学

前の子どもの里親委託率を 75％以上にすることな

どを盛り込んでいますが、現場が混乱するなどの意

見があり、都道府県におろすべきかどうかが焦点に

なっています。 

なお、この専門委員会では別途に「一時保護ガイド

ライン」を作成中です。 

※一時保護については改正児童福祉法で、子どもが権

利の主体であることや家庭養育優先の理念ととも

に、一時保護の目的が、子どもの安全を迅速に確保

し適切な保護を図るために、又は子どもの心身の状

況、その置かれている環境その他の状況を把握する

ためであることが明確化されました。 

 同日には「フォスタリング機関事業のガイドライン

策定に係る調査研究」検討委員会の第2回が開催され

ました（第1回目は平成29 年12 月8日）。全国里親

会から河内美舟会長が関係団体としてヒアリングを

受けました。 

 また、この専門委員会では「乳児院・児童養護施設

の多機能化等に関するプロジェクトチーム」を組んで

いて平成29年11月30日に第1回の会議がもたれた

ことが報告されました。 

 自民党・議連総会が開催されました               

 1 月 23 日（火）、自民党本部において「児童の養護

と未来を考える議員連盟」総会が行われました。議題

は「都道府県計画の見直し要領（フォスタリング）に

ついて」。議連会長は引き続き塩崎恭久前厚生労働大臣

が務め、事務局長には福田峰之氏に代わって牧島かれ

ん氏が就任しました。「新しい社会的養育ビジョン」

について議員から「目標が高すぎる」などの意見も出

ましたが、ビジョンについて特にぶれることなく終了

しました。 

 社会的養護関係団体からオブザーバーが出ており、

全国里親会からも河内美舟会長、事務局長が参加しま

した。今後はこの会の持ち方について検討したいと塩

崎会長から発言がありました。 

 また 2 月 13 日（水）には「児童の養護と未来を考

える議員連盟」の勉強会があり、うえだみなみ乳児院

の丸山充院長は「乳児院多機能化・機能転換の実践」、

長野大学の上鹿渡和宏教授からは「改正児童福祉法が

示す新たな枠組みにおける官民協働の取り組み」につ

いて話されました。 

 七五三のお祝い費用の助成                 

全国社会福祉協議会が（株）ジェイ・ストーム（レ

コード・映画制作会社）からの寄付をもとに行う平成

29年度「幼い子どものゆたかな育ち応援助成」が実施

されました。 

本事業は、里親家庭、ファミリーホーム等で生活す

る子どもの七五三お祝い費用の一部（1 人 3 万円を限

度）が助成されるもので、里親家庭は 381件（対象児

童 411 人）、合計およそ 1,210 万円の助成が行われま

した。 

 日本財団が里親意向調査を発表            

 日本財団がこのほど「里親意向に関する意識・実態

調査」を発表しました。それによると「里親になって

みたい」「どちらかというと里親になってみたい」は、

あわせて 6.3％となりました。 

この調査は人口構成比にあわせて全国 1万人に聞い

たもの。また里親意向のある人など 1500 人に里親制

度を詳しく伝えて再度聞いたものです。 

主な結果としては、里親の認知度は大半が「名前を

聞いたことがある程度」。「里親への経済的なサポート

の存在」「子どもを預かる期間はさまざまである」な

どはほとんど知られていませんでした。そのため、里

親になる意向はあっても、経済面での心配や、子ども

が大きくなるまで自分が健康でいられるか分からな

いと不安がハードルになっています。日本では里親が

不足しているなど、子どもや里親に関する情報を提供

することで、潜在的な里親候補家庭は推計で 12.1％に

倍増する可能性があることなどが分かりました。詳し

い内容は日本財団のホームページでご確認ください。 

https://www.nippon-foundation.or.jp/news/articles/

2018/8.html 
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